
 　　　　　　 都道府県名　：

具体的取組項目 １８年１２月１日時点の状況 １９年４月１日時点の状況 今後の予定

（１）コンプライアンスの徹底
法令遵守意識の向上
（倫理規程や倫理条例の制定等）

（２）内部通報制度の整備 弁護士等外部有識者による独立した通報窓口の設置

（３）職員の再就職制限とＯＢ等からの働きかけ防止 再就職制限などの措置

（４）議会等の関与 議会や監査委員への適切な情報提供等

一般競争入札の拡大と指名競争入札の原則廃止
（具体的な金額を記入）

不良不適格業者の排除のための措置
（入札参加条件の適切な設定、入札ボンドの導入等）

品質確保のための措置
（低入札価格調査制度の厳格な運用、最低制限価格制度の活用等）

事務量軽減のための措置
（入札参加資格事後審査方式の導入等）

（２）総合評価方式の拡充 総合評価方式の拡充

電子入札の導入

電子入札の導入までの郵便入札の活用

設計図書の閲覧・配布方法の電子化

インターネットを利用した情報公開

指名競争入札における指名選定過程及び理由の公表

総合評価方式における対象工事の選定基準、評価基準、結果公表基準
の公表

低入札価格調査制度における調査結果の公表

その他

入札談合に係る入札参加停止期間の延長（最低１２月以上）

入札談合に係る違約金特約額の引き上げ（契約額の２０％以上）

警察への談合情報の積極的な提供

（６）地域産業の育成と公正な競争の確保
一般競争入札における応札可能者数の下限設定（２０～３０者以上）
※地域要件の設定ルールを定めていれば送付してください。

物品調達の一般競争入札の拡大

印刷の請負の一般競争入札の拡大

委託等の一般競争入札の拡大

その他

業者との癒着を防ぐ対策
（専担組織における入札事務の一括実施等）

入札監視委員会等の機能充実
（談合情報に関する調査検証を行う機能の付与、強化等）

４　建設業界
の談合体質の
一層

５　建設業の
構造改善

　　その他 　優良取組事例 ※紹介したい取組事例がございましたらご記入ください

指針項目

２　官製談合
の防止

３　談合を防
止する入札制
度の改革

（１）一般競争入札の拡大と指名競争入札の原則廃止

（３）電子入札の拡大

（５）ペナルティの強化

（８）入札事務の適正化

（７）物品調達等

（４）情報公開の推進

地域の建設業団体に対する企業倫理の確立等の要請

技術力・経営基盤の強化、新分野進出、新技術開発等に対する支援

むすびに

工程表の作成・公表

改革の実施状況の毎年公表

市町村への要請

「都道府県の公共調達改革に関する指針」についての実施状況調査（案）

協議資料２


